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研究成果の概要（和文）：　東南アジア経済について、従来型のメカニズムによる成長は意外に堅実で、その方
向性にはさほどの変化はない。一方で環境整合型技術や農業基盤型産業化といった新しい成長メカニズムの現れ
は緩慢で、現在のところまだ補助的なものに留まっている。他方、生産要素の一つである資本・金融の動態は、
域内あるいは世界への投資が活発化するなど、より能動的なものに変質しつつある。
　最後に、成長メカニズムそのものの構造変化の問題よりは、都市における消費経済の成熟や人口動態の変化を
背景とする価値観の多様化や再分配をめぐる社会対立の顕在化が、喫緊の問題として深刻であり、それを調整す
る社会政治システムの確立が優先課題である。

研究成果の概要（英文）：The research project revealed several aspects of the reality of Southeast 
Asian Economy. The traditional growth mechanism in the economy is still stable, and will be stable 
for a time being, while new growth mechanism based on environmentally-consistent technology or 
agro-based industrialization is slow to emerge so far and remains merely supplemental.  On the other
 hand, the dynamics of capital and finance in the region have been rapidly activated, and its 
influence in the region and even in the world has increased. 
  The largest change doesn’t lie on the growth mechanism, but on the diversification of sense of 
value in mature urban society, and the conflict over redistribution. The establishment of adjustment
 device by political process or social institution is urgently essential. 

研究分野：地域研究、経済学
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１．研究開始当初の背景 
(1)  ASEAN 諸国では、2010 年代に入り、
従来型の経済成長メカニズムの限界が現れ
始めている。2000 年代には、各国で程度の
差はあるものの、製造業を深化させ輸出によ
って高成長を回復してきた。世界経済危機に
よる先進国や中国市場の変調に、この地域も
大きな影響を受け、国内および域内の需要に
軸足を移さざるを得ない局面を迎えている。
しかし、現在の ASEAN経済に内在する限界
はこのような一過性の環境要因だけでなく、
地域のより本質的な社会経済の構造変容が
関係していると考えられる。 
(2) ASEAN 諸国に現れはじめている構造
変化は、①従来型成長メカニズムの限界、②
労働・人口面における構造変化、③資本・金
融面における構造変化、④環境整合型技術発
展の萌芽、⑤再分配をめぐる対立や価値観の
多様化の調整システムの必要性、の 5つの観
点から見ることが効果的である（作業仮説）。 
(3) こうした ASEAN 経済の構造変化を総
体として捉える試みは、地域研究の立場から
も、経済学の立場からも，ほとんどなされて
いない。 
 
２．研究の目的 
以上のASEAN経済とその研究状況を背景
として、研究では ASEAN経済の新しい動き
について、その社会的背景をも含めて複眼的
に分析を行い、それぞれの分析を踏まえて総
合的な構図を得ることを目的とする。 
基本的な観点は、先進 ASEAN諸国では労
働・人口面の構成の変化、資本・金融面の余
剰化を背景に、消費・投資の循環のあり方が
再編される契機が生じており、そこで生まれ
てくる新しいメカニズムは、この地域で次世
代の成長を担う可能性のある環境整合型技
術発展と関係を持つと考えられる。また、新
しい成長メカニズムの形成の過程では、そこ
で生じる社会的利害対立の調整が重要な要
素となってくると考えられる。 
本研究はこのような問題意識のもとに、東
南アジアにおける次世代の成長メカニズム
の発生とそれがもたらす社会経済的な変動
の可能性について、経済学を中心に、政治学
と協力してそれぞれの領域に専門性をもつ
研究者の協働によって、その全体構図を探る
ものである。 
 
３．研究の方法 
(1) 参加研究者はそれぞれの専門分野を中心
に、テーマを分担して研究を推進した。プロ
ジェクトの後半では、それぞれ研究成果を持
ち寄り、各要素との相互関係を議論して、
ASEAN 経済の向かう方向についての総体的
構図を探った。 
(2) 分析のアプローチは、調査型実証経済研
究、フィールド調査型のケーススタディーな
ど参加研究者によって多少の幅があるが、ミ
クロないしメゾレベルでの対象に直接接近

する地域研究を基本とした。 
(3) 研究では現地研究カウンターパートとの
緊密な協力により、アンケート調査、統計資
料収集、ケースの聞き取り調査をすすめた。 
 推進された主な研究は以下の通り。 
(4) 先行 ASEAN 諸国（マレーシア、タイ、
インドネシア、フィリピン）の戦後の成長経
路とミャンマーについてマクロデータと開
発戦略のサーベイから従来型成長モデルの
形成と特徴についてとりまとめた。 
(5) 先行 ASEAN 諸国における国際および
国内資本フローの特徴とその変化の方向性
についての研究を推進した。 
(6) ラオスおよびベトナムにおける農村部
の金融市場とその機能の問題についてフィ
ールド調査に基づく研究が推進された。 
(7) ラオス、ベトナム、インドネシアを対象
として、あるいは東南アジア総論として、農
業および林業の新しい動きと課題について
複数のフィールド研究が推進された。多くの
研究は貧困削減の観点を踏まえたものとな
っている。 
(8) インドネシアおよびマレーシアを対象
に、環境整合型経済（特に再生可能エネルギ
ーを中心に）の形成について研究が推進され
た。 
(9) インドネシアのケースを中心に、変容す
る経済社会における利害調整に関わる、政
治・司法メカニズムの課題に焦点を当てた研
究が推進された。 
 
４．研究成果 
(1) 4年間の研究を通じて、下記５にまとめら
れているように、雑誌・分担執筆論文 23編、
（うち査読付き 18 編、外国語 8 編）学会報
告 13（うち海外学会発表 12）、著書 3、編書
2を発表した。 
(2)最終年度の 3月には、とりまとめとして国
際研究集会を開催して研究を総括すると同
時に、東南アジアについて得られた知見を、
ラテンアメリカなど他地域と比較する試み
を行った。 
(3) 本研究全体を通じて得られた成果として
の知見は、以下の通りである。 
①従来型のメカニズムによる成長は、研究の
構想段階で想定したよりも意外に堅実で、そ
の方向性にはさほどの変化はない。 
②一方で環境整合型技術や農業基盤型産業
化といった新しい成長メカニズムの現れは
緩慢で、現在のところまだ補助的なものに留
まっている。 
③生産要素の一つである資本・金融の動態は、
従来型成長の成果によって、域内あるいは世
界への投資が活発化するなど、より能動的な
ものに変質しつつある。 
④成長メカニズムの構造変化の問題よりは、
都市における消費経済の成熟や人口動態の
変化を背景とする価値観の多様化や再分配
をめぐる社会対立が急速に顕在化しており、
社会政治システムよる調整の能力を超えつ



つある。 
(4) 当初、研究構想の一つの軸としていたテ
ーマのうち、生産要素の労働・人口の動態変
化については、必ずしも十分に焦点を当てる
ことができなかったことは，本研究に残され
た課題である。他方で、当初の研究構想の段
階では、対象として先進 ASEAN諸国に焦点
を当てていたが、研究が広がりを見せる中で、
後発ASEAN諸国にも基本的には同様の傾向
を持っており、農業など特定のテーマによっ
ては、後発 ASEAN諸国の方が問題がより顕
在化している場合もあることがわかった。こ
のため、かなりの程度後発 ASEANに研究対
象が広がる結果となった。 
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